
令和２年度

新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金事業

効果検証



（単位：円）

事業数 事業費 交付金 効果検証

Ⅰ 感染拡大の防止 34 128,897,120 121,605,014
公共施設の感染症対策物品購入をはじめ、学校へのICT活用のためのコン
ピュータ機材購入や対策整備、町内医療機関への応援給付などを行い、感
染拡大防止と町民の安心・安全な生活環境の維持につながりました。

Ⅱ 住民生活及び事業継続支援 21 234,469,996 228,529,726
経済的影響を受けやすい生活弱者への支援を行うとともに、急激に収入が
減少した事業者への規模に応じた給付金支給や、飲食店へのテイクアウト
利用促進支援などにより、町民の暮らしの安定化に寄与しました。

Ⅲ 経済活動の回復支援 17 112,352,160 112,352,160

観光宿泊施設への割引キャンペーンや施設整備支援を行ったほか、消費喚
起のための商品券発行事業により停滞する経済の回復に寄与するととも
に、移住促進や地域活性化のための情報発信事業を展開し、アフターコロナ
を見据えた町の魅力強化につなげました。

Ⅳ 経済構造の強化 11 4,916,832 4,916,832
町税や公共料金をスマートフォンやコンビニで支払い可能とするシステムの
導入や、テレビ会議システムの構築、サテライトオフィスの整備などを行い、
感染症に影響されない新しい社会活動基盤の構築に寄与しました。

83 480,636,108 467,403,732 ―

令和２年度

事業種別

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証（概要）

合計

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている

地域経済や住民生活の支援、事業継続や雇用維持等への対応などを通じ、地方創生を図ることを目的として国において創設されました。

湯梨浜町では、令和２年度において約４億６千万円が交付され、町の実情に応じてきめ細やかに対応するべく、感染拡大防止対策、雇用維持

や事業継続支援、地域経済の活性化など、８３事業に活用しました。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

1 総務課
防災連携備蓄事
業

【①目的・効果】
避難所の衛生環境を整備し、自然災害時等における新型コロナウイルス
感染症拡大を防止する。
【②交付金を充当する経費内容】
マスク及び消毒剤の購入費用
避難者の健康状態を確認するために必要となる資機材の整備費用
避難所における新型コロナウイルス対策備蓄品購入費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
マスク　41.8円×2,000枚＝83,600円
マスク　25円×28,000枚= 700,000円
消毒剤詰替用5ℓ　3,700円×44本×1.1＝179,080円
避難所用間仕切り　45,000円×3セット×1.1＝148,500円
非接触型電子体温計　11,000円×6本×1.1＝72,600円
防災倉庫(基礎・設置含む)　3,267,000円×1基＝3,267,000円
災害避難所用屋内テント（300基）1,951,000円
災害避難所用屋内テント用ウレタンマット（600枚）524,000円
フェイスガード　5,000円×10個×1.1＝55,000円
消毒スプレー　990円×11本＋550.5円×2本＝11,991円
テント248,270円×6セット（四方幕・名入含む）＝1,489,620円
折りたたみテーブル34,210円×36枚＝1,231,560円
折りたたみイス8,338円×72脚＝600,336円
誘導用ポータブルアンプ（マイク4本）　384,780円
折りたたみ長椅子　51,590円×6脚＝309,540円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.6.8 R3.2.24 11,008,607 10,608,607 400,000

避難所における感染
症拡大防止のための
用品を整備し、非常
時における避難者の
安全性を確保するこ
とができた。

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

2 総合福祉課
障がい者等衛生
物資給付事業

【①目的・効果】
在宅で医療的ケアが必要な障がい児・者やストマ装具使用者、自宅で腹
膜透析を行っている腎臓機能障がい者に、マスクや手洗い用液体石鹸及
び消毒用アルコール、除菌ウエットティッシュを給付することで、家庭内の
衛生環境の保全を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
物資購入費、配送料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
＜第1弾＞
マスク（100枚入）2,420円×50名=121,000円
マスク（50枚入）990円×2個×50名＝99,000円
液体石鹸（24本入）10,560円×4個＝42,240円
液体石鹸440円×104個＝45,760円
消毒用アルコール1,818円×1.1×3個×50名≒299,969円
ウエットティッシュ269円×1.1×2個×50名＝29,590円
配送料72,755円
梱包資材24,958円
＜第2弾＞
マスク（50枚入）990円×2箱×50名＝99,000円
液体石鹸440円×2個×50名＝44,000円
消毒用アルコール1,419円×2個×50名＝141,900円
配送料40,670円
梱包資材等11,468円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
医療的ケアが必要な障がい児者、ストマ装具使用者、自宅で腹膜透析を
行っている腎臓機能障がい者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.6.18 R3.3.25 1,072,310 1,072,310

給付対象者に対し
て、新型コロナウイル
ス感染症感染予防の
ために店頭で品薄と
なっているマスク等の
衛生物資を配布し、
対象者の家庭におけ
る感染防止の維持継
続に資することができ
た。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

3 健康推進課 健康増進事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、各種健診事業のほか、健康
教室、運動教室などで使用する衛生用品等を購入する。
【②交付金を充当する経費内容】
マスク、消毒液、衛生用品等購入費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
フェイスガード（20枚入）6,600円×8箱=52,800円
手袋1,320円×2箱＝2,640円
消毒液2,750円×15本＝41,250円
除菌ワイパー（60枚入）445円×50個＝22,250円
マスク（50枚入）1,540円×14箱=21,560円
テーブルクロス（18m）15,444円
シートスタンド3,168円×18個=57,024円
非接触型体温計4,000円×2個=8,000円
非接触型体温計14,630円×1個=14,630円
非接触型体温計8,250円×1個=8,250円
消毒液3,025円×10本=30,250円
除菌ワイパー517円×30個＝15,510円
透明マウスガード968円×10個=9,680円
マスク（50枚入）880円×10箱=8,800円
消毒液13,200円×3本=39,600円
消毒液14,520円×1本=14,520円
除菌ワイパー569円×23個≒13,080円
マスク（50枚入）858円×2箱=1,716円
CO2濃度測定器10,230円×2台×1.1=22,506円
消毒液3,025円×10本×1.1＝33,275円
除菌クロス（80枚）495円×30個=14,850円
マスク（50枚入）858円×10箱=8,580円
透明マウスガード880円×10個=8,800円
アクリルパーテーション5,900円×15枚×1.1=97,350円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.6.1 R3.3.29 562,365 562,365

各種健診事業のほ
か、健康教室や運動
教室で活用する衛生
物品を整備し、感染
防止対策を徹底した
上で、事業の推進を
図ることができた。そ
の結果として、当該事
業を起因とする感染
は確認されなかった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

4 企画課
ハワイアロハ
ホール臨時経費

【①目的・効果】
町のイベント・集会施設であり且つ指定避難所でもある「ハワイアロハ
ホール」の利用者又は避難者について、新型コロナウイルス感染症拡大
を防止するため、施設を安全に利用できるよう必要な施設整備を行う。
【②交付金を充当する経費内容】
非接触型体温計、舞台での3密対策用パーテーション及びサーモグラフィ
カメラ購入費用、トイレ洋式化改修費用、ロビー部分（ホワイエ）空調抗ウ
イルス用フィルター交換費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
非接触型体温計（3台）　17,400円
ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ（8台）　121,000円
ﾄｲﾚ洋式化改修工事（10か所）　5,567,100円
サーモグラフィカメラ（1台）　767,800円
抗ウイルス用フィルター交換工事　909,150円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.8.3 R3.1.29 7,382,450 7,382,450

①サーモグラフィーカ
メラ及び非接触型体
温計、パーテーション
は、日常的にホール
利用者の利用があ
り、感染予防対策にフ
ル稼働している。
②トイレの洋式化によ
り、トイレ(個室)使用
の回転が良くなり密に
なることが軽減される
とともに、蓋を閉めて
水を流すことにより飛
沫の飛散防止にも効
果を発揮している。
③ホワイエの抗ウイ
ルス性空調フィルター
の交換により、イベン
トの受付利用や休憩
で滞在する利用者が
安心して利用できる
施設になっている。

5 総務課
町議会議員選挙
経費

【①目的・効果】
令和3年4月29日任期満了の町議会議員選挙を控え、期日前投票所、選
挙当日の投票所における新型コロナウイルス感染拡大防止を図り、予め
必要な資機材を整備するもの。
【②交付金を充当する経費内容】
投票所における新型コロナウイルス感染症拡大防止ために必要となる資
機材の整備費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・投票事務従事者マスク及び消毒剤の購入費用
　マスク　24円×5,000枚×1.1＝132,000円
　消毒剤400ml　670円×30本×1.1＝22,110円
・投票所アクリルパーティションセット　825,000円
　W1,500㎜×H1,200㎜×ｔ3㎜：19,870円×1.1×26セット
　W900㎜×H1,200㎜×ｔ3㎜：16,670円×1.1×14セット
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.8.27 R2.11.19 979,110 979,110

令和4年4月25日執行
の町議会議員選挙に
おいて、4月21日から
24日までの期日前投
票（1会場）、25日当
日の投票所（12会場）
で、アクリルパーテ
ション、消毒液、マス
クを設置して、選挙
人、立会人、事務従
事者間の感染拡大防
止を徹底することがで
きた。
この選挙が原因とな
る感染は確認されな
かった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

6
子育て支援

課
こども園整備事
業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、こども園内上水道蛇口につ
いて、手回し式からレバー式のものへ交換改修するほか、電解水生成装
置を整備する。
【②交付金を充当する経費内容】
こども園上水道蛇口改修工事費、電解水生成装置購入費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・上水道蛇口改修工事（121か所） 473,000円
・電解水生成装置購入（3台）2,068,000円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.10.16 R3.3.18 2,541,000 2,541,000

水道利用の際の接触
低減や食品等の消毒
徹底を図ることがで
き、園内の感染拡大
防止を進めることがで
きた。

7 産業振興課
温泉保養施設管
理臨時経費

【①目的・効果】
町温泉保養施設「ゆアシス東郷龍鳳閣」の換気設備改修・網戸設置を行
うことにより換気を徹底するほか、和式便座しかないトイレを洋式化する
ことにより汚物の飛散を防ぎ、利用者の新型コロナウイルス感染症感染
防止を図る。さらに、運動器具を増設することにより、運動施設休館や外
出自粛による町民の運動不足や筋力低下など健康二次被害を解消し、
更なる健康づくりを促進する。
【②交付金を充当する経費内容】
温泉保養施設改修工事費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
排煙オペレーター改修　3,844,500円
網戸設置　550,000円
トイレ改修（和式⇒洋式）　880,000円
運動器具購入　1,309,000円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.29 R3.3.30 6,583,500 6,583,500

換気設備改修、網戸
設置、トイレ改修によ
り施設内における新
型コロナウイルス感
染防止が図られ、クラ
スターの発生を未然
に防ぐことができた。
また運動器具の増設
により運動施設休館
や外出自粛による町
民の運動不足解消が
促進された。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

8 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（町立学校マス
ク等購入）

【①目的・効果】
臨時休校の学校再開にあたり、新型コロナウイルス感染症対策として必
要となるマスクや消毒液等を購入するもの。
【②交付金を充当する経費内容】
マスク、消毒液（手指消毒用・学校施設消毒用）、フェイスシールド、せっ
けん液、非接触式体温計購入費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
340円×児童生徒数1,389人≒472千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
学校保健特別対策事業費補助金（感染症対策のためのマスク等購入支
援事業）（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.5.22 R2.12.15 472,000 236,000 236,000

町立学校において、
新型コロナウイルス
の集団感染リスクを
避けるため、感染症
対策に必要な物品を
購入するとともに、基
本的な感染症対策の
徹底を図り、児童生
徒の安心安全な学校
活動を確保できた。

9 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（町立学校マス
ク等購入）

【①目的・効果】
臨時休校の学校再開にあたり、新型コロナウイルス感染症対策として必
要となるマスクや消毒液等を購入するもの。
【②交付金を充当する経費内容】
マスク、消毒液（手指消毒用・学校施設消毒用）、フェイスシールド、せっ
けん液、非接触式体温計購入費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・総事業費1,213,091円
　マスク（31,100枚）716,331円
　消毒液（手指消毒用）323,730円
　消毒液（学校施設消毒用）71,500円
　フェイスシールド8,250円
　石鹸液81,180円
　非接触式体温計12,100円
・国庫補助事業費472千円
　340円×児童生徒数1,389人
・地方単独事業費741,091円
　総事業費1,213,091円-国庫補助事業費472千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
学校保健特別対策事業費補助金（感染症対策のためのマスク等購入支
援事業）（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.5.22 R2.12.15 741,091 741,091

町立学校において、
新型コロナウイルス
の集団感染リスクを
避けるため、感染症
対策に必要な物品を
購入するとともに、基
本的な感染症対策の
徹底を図り、児童生
徒の安心安全な学校
活動を確保できた。
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9

【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

10 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（感染症対策・
学習保障等支援
事業）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、児童生徒や教職員等が3密
を回避するための物品購入や、夏季休業期間短縮に伴う熱中症対策等
を実施する。
【②交付金を充当する経費内容】
消毒液・非接触型体温計等の保健衛生用品購入経費やサーモグラフィー
等感染症対策費、家庭における効果的な学習のための教材購入費、手
洗い場蛇口の取替工事費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
国庫補助事業費3,998,394円（羽合小学校1,999,850円、泊小学校999,059
円、東郷小学校999,485円）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
学校保健特別対策事業費補助金（学校再開に伴う感染症対策・学習保
障等に係る支援事業）（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.6.18 R3.2.10 3,998,394 1,999,000 1,999,394

小学校において、新
型コロナウイルス感
染拡大防止のための
物品購入や改修等を
行うとともに、基本的
な感染症対策の徹底
を図りながら児童の
学びの保障を図るこ
とができた。

11 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（感染症対策・
学習保障等支援
事業）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、児童生徒や教職員等が3密
を回避するための物品購入や、夏季休業期間短縮に伴う熱中症対策等
を実施する。
【②交付金を充当する経費内容】
消毒液・非接触型体温計等の保健衛生用品購入経費やサーモグラフィー
等感染症対策費、家庭における効果的な学習のための教材購入費、手
洗い場蛇口の取替工事費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
国庫補助事業対象事業費1,498,984円（湯梨浜中学校）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
学校保健特別対策事業費補助金（学校再開に伴う感染症対策・学習保
障等に係る支援事業）（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.6.2 R3.1.6 1,498,984 749,000 749,984

中学校において、新
型コロナウイルス感
染拡大防止のための
物品購入や改修等を
行うとともに、基本的
な感染症対策の徹底
を図りながら生徒の
学びの保障を図るこ
とができた。
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10

【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

12
生涯学習・
人権推進課

図書館経常経費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、図書館での飛沫拡散防止
及び貸出資料の殺菌・消毒等を実施するほか、コロナ禍における外出自
粛に伴う利用増に対応し、作業効率向上を図るなどして利用者の安全を
確保する。
【②交付金を充当する経費内容】
閲覧用テーブルのデスクトップパネル、図書殺菌器、ブックトラックの購入
費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
デスクトップパネル（長）　10,000円×4枚×1.1
デスクトップパネル（短）　　4,800円×8枚×1.1
図書殺菌器ブッククリーン　913,000円×1台
ブックトラック　48,950円×1台
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.30 R3.3.31 1,048,190 1,048,190

感染対策を取りなが
ら図書館利用及び事
業を実施することがで
きた。

13
生涯学習・
人権推進課

羽合図書室事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、図書館での飛沫拡散防止
を実施し、利用者の安全を確保する。
【②交付金を充当する経費内容】
閲覧用テーブルのデスクトップパネルの購入費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
デスクトップパネル（長）　10,000円×3枚×1.1
デスクトップパネル（短）　　4,800円×6枚×1.1
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.30 R2.7.31 64,680 64,680

感染対策を取りなが
ら羽合図書室利用及
び事業を実施するこ
とができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

14
生涯学習・
人権推進課

しおさいプラザと
まり事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、図書館での飛沫拡散防止
を実施し、利用者の安全を確保する。
【②交付金を充当する経費内容】
閲覧用テーブルのデスクトップパネルの購入費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
デスクトップパネル（短）　　4,800円×9枚×1.1
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.30 R2.7.31 47,520 47,520

感染対策を取りなが
らしおさいプラザ利用
及び事業を実施する
ことができた。

15 総務課
総務一般管理臨
時経費

【①目的・効果】
役場庁舎の3密対策を実施して衛生環境を整え、来庁者及び職員の新型
コロナウイルス感染症の感染を予防する。
【②交付金を充当する経費内容】
職員用マスク、消毒液、パーテーション及び空気清浄機の購入費用
【③積算根拠（対象物、単価等）】
マスク660円×1,050枚＝693,000円
空気清浄機23畳タイプ 4台・空気清浄機10畳タイプ 1台　474,430円
消毒液５ℓ　3,850円×10本＝38,500円
段ボールパーテーション（10台入）14,630円×15セット＝219,450円
非接触型体温計214,280円×4台=857,120円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.10.30 R3.3.30 2,282,500 2,282,500

庁舎において、空気
清浄機、非接触型体
温計、間仕切り等を
整備し、職員及び来
庁者間の感染症拡大
防止のための体制を
整えることができた。

16 総務課
広域連合負担金
（管理）

【①目的・効果】
鳥取県中部1市4町の事務を処理する広域連合における新型コロナウイ
ルス感染症予防対策として、庁舎2階に集中している職員を3階の会議室
に分散させるべく庁舎改修するもの。
【②交付金を充当する経費内容】
パーテーションの設置及びフロアカーペットから硬質床材への交換費用
【③積算根拠（対象物、単価等）】
負担金151,957円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
鳥取中部ふるさと広域連合
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.2.25 R3.3.26 151,957 151,957

鳥取中部ふるさと広
域連合の執務室を分
散化することにより、
コロナ対策を講じるこ
とができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

17
子育て支援

課

新型コロナ感染
症予防対策費
（乳幼児健康診
査）

【①目的・効果】
乳幼児健診において使用する新型コロナウイルス感染症予防対策に必
要な物品を購入し、感染拡大防止対策を講じる。
【②交付金を充当する経費内容】
医薬材料費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
アルコール消毒液1,760円×10本×1.1＝19,360円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.3.29 R3.3.29 19,360 19,360

乳幼児健診におい
て、感染予防対策とし
て、購入した物品で会
場を常時消毒するこ
とにより、感染者を発
生させることなく健診
を実施することができ
た。

18 総務課 消防経常経費

【①目的・効果】
役場庁舎内で使用する間仕切りの作成、非接触型体温計の購入、消毒
用品の整備を行い、職員及び利用者の新型コロナウイルス感染を予防す
る。
【②交付金を充当する経費内容】
間仕切り作成用の物品及び消毒用品の整備費用
【③積算根拠（対象物、単価等）】
間仕切り作成費31セット   　　　　　102,059円
非接触型体温計　21,780円×4台　 87,120円
消毒用品（タオル、バケツ等）一式　29,905円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.29 R3.1.26 219,084 219,084

警報発令時や災害発
生時において対応の
拠点となる本庁舎に
おいて、非接触型体
温計、間仕切り等を
整備し、職員及び来
庁者間の感染症拡大
を防止するとともに、
コロナ禍にける災害
時等でも安全に活動
できる体制を整えた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

19 教育総務課
スクールバス委
託事業

【①目的・効果】
児童の遠距離通学手段の確保のため東郷小学校区内にスクールバスを
配置運行しているが、乗車人数の多い花見方面のバスを１便増便（舎人
方面のバスが学校到着後に花見方面も運行）することで、１台当たりの乗
車人数を減らし車内の密を避け、新型コロナウイルス感染症拡大防止を
図る。（R2.5.18から増便）
【②交付金を充当する経費内容】
委託料（町所有スクールバス運行管理・車輌管理委託業務）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
委託料（単価4,070円＋軽油代7km分）×運行日数186日≒821,712円
※軽油代7km分
　 130円/ℓ÷燃費3km/ℓ×増便走行距離7km×諸経費1.04×1.1
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.5.15 R3.3.31 821,712 821,712

乗車人数の多い花見
方面のスクールバス
を１便増便して１台当
たりの乗車人数を減
らし、車内での蜜を避
けることで新型コロナ
ウイルス感染症拡大
防止を図ることができ
た。

20 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（羽合小学校
教室棟トイレ改修
工事）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症予防の観点から衛生環境及び過密状況の改
善を図り、子どもたちが安心・安全に過ごすための教育環境を確保する。
【②交付金を充当する経費内容】
トイレ洋式化改修工事費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
交付決定額：配分基礎額1,516千円×1/3×特別加算率1.14+事務費5千
円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
学校施設環境改善交付金（公立学校施設の衛生環境の改善）（文部科学
省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.29 R2.9.15 1,516,000 581,000 935,000

洋式トイレが少なく、
過密状況となってい
た羽合小学校教室棟
のトイレを改修し、トイ
レの衛生環境及び過
密状態の改善を図っ
たことで、校内におけ
る新型コロナウイルス
感染症の拡大もなく、
児童が安心・安全で、
かつ、快適に過ごせ
る教育環境を提供す
ることができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

21 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（羽合小学校
教室棟トイレ改修
工事）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症予防の観点から衛生環境及び過密状況の改
善を図り、子どもたちが安心・安全に過ごすための教育環境を確保する。
【②交付金を充当する経費内容】
トイレ洋式化改修工事費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費6,402千円-国庫補助事業対象事業費1,516千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
学校施設環境改善交付金（公立学校施設の衛生環境の改善）（文部科学
省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.7.29 R2.9.15 4,886,000 4,886,000

洋式トイレが少なく、
過密状況となってい
た羽合小学校教室棟
のトイレを改修し、トイ
レの衛生環境及び過
密状態の改善を図っ
たことで、校内におけ
る新型コロナウイルス
感染症の拡大もなく、
児童が安心・安全で、
かつ、快適に過ごせ
る教育環境を提供す
ることができた。

22 教育総務課

新型コロナ感染
症対策等の学校
教育活動継続支
援事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化することが見込まれる中、学
校教育活動を継続していく上で必要な感染症対策等を行い、児童の健や
かな学びを保障する。
【②交付金を充当する経費内容】
消毒液・非接触型体温計等の保健衛生用品の追加的な購入経費、教室
における３密対策として換気を徹底するためのサーキュレーターやCO2モ
ニター等の購入経費、教職員の負担軽減を図るため、教室等の消毒作
業を外注するために必要な経費、コロナ対策等に資する教職員研修に必
要な経費。
【③積算根拠（対象数、単価等）】
国庫補助事業対象経費3,198,783円（羽合小学校1,599,823円、泊小学校
799,734円、東郷小学校799,226円）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
学校保健特別対策事業費補助金（感染症対策等の学校教育活動継続支
援事業）（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.2.26 R4.3.29 3,198,783 1,599,000 1,599,783

新型コロナウイルス
感染症の影響が長期
化することが見込ま
れる中、小学校の学
校教育活動を継続し
ていく上で必要な感
染症対策等を行い、
児童の学びを保障す
ることができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

23 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（小学校電源
設備改修事業）

【①目的・効果】
町立小学校において、新型コロナウイルス感染症予防に伴う換気により、
空調の電力量が増大しているため、電源設備を改修し、児童の健やかな
学びを保障する。
【②交付金を充当する経費内容】
エアコン電源修繕費及び受変電設備修繕費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
羽合小学校教室棟エアコン電源修繕　1,386,000円
東郷小学校受変電設備修繕　1,430,000円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.3.3 R3.6.3 2,816,000 2,816,000

小学校の電源設備を
改修し、換気等による
電力量の増大に対応
することで、児童及び
教職員が安全・安心
で、かつ、快適に過ご
せる教育環境を提供
することができ、校内
における新型コロナ
ウイルス感染症の拡
大もなく、学校の新し
い生活様式に向けた
取組にも大きく寄与す
ることができた。

24 教育総務課

新型コロナ感染
症対策等の学校
教育活動継続支
援事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化することが見込まれる中、学
校教育活動を継続していく上で必要な感染症対策等を行い、生徒の健や
かな学びを保障する。
【②交付金を充当する経費内容】
消毒液・非接触型体温計等の保健衛生用品の追加的な購入経費、３密
対策として空気清浄機やテントの購入経費。
【③積算根拠（対象数、単価等）】
国庫補助事業対象経費1,200,140円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
学校保健特別対策事業費補助金（感染症対策等の学校教育活動継続支
援事業）（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.3.8 R4.1.14 1,200,140 600,000 600,140

新型コロナウイルス
感染症の影響が長期
化することが見込ま
れる中、中学校の学
校教育活動を継続し
ていく上で必要な感
染症対策等を行い、
生徒の学びを保障す
ることができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

25
生涯学習・
人権推進課

公民館管理運営
経常経費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、高齢者等の不特定多数の
利用がある公民館施設の玄関に検温モニターを設置し、安心安全な施設
提供を図る。
【②交付金を充当する経費内訳】
検温モニター購入費（スタンド付き）
【③積算根拠（対象数。単価等）】
AI検温モニター（スタンド付き）購入（２台）
194,800円×2台×1.1＝428,560円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.3.22 R3.3.30 428,560 428,560

感染対策を取りなが
ら公民館利用及び事
業を実施することがで
きた。

26 健康推進課
町内医療機関応
援給付金事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大により、患者数の減や衛生物品の不足な
どの影響を受けている町内医療機関の環境整備を支援し、町民の安心・
安全な受診体制の整備を図り、第2波・第3波の準備体制を整える。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金及び事務費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
給付金50千円×11医療機関
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内医療機関
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.9.29 R2.10.26 550,000 550,000

医療機関に対し、衛
生物品の調達をはじ
めとする環境整備に
ついて支援を図ること
ができた。その結果と
して、当該医療機関
を起因とする感染は
確認されていない。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

27 産業振興課
国民宿舎事業特
別会計繰出金

【①目的・効果】
国民宿舎事業特別会計に繰り出し、国民宿舎を自然災害時等における
宿泊避難所として提供するべく、新型コロナウイルス感染症感染者のうち
軽症患者等を隔離するための個室の整備等を行い、避難者間での感染
症拡大防止対策を実施する。併せて、新型コロナウイルス感染症流行下
でも経営を継続するための整備等も実施する。
【②交付金を充当する経費内容】
繰出金（客室へのシャワールームの設置、空気清浄機の設置、情報発信
費用、キャッシュレス決済会計システム導入費用、食事・利用者感染対策
費用）
【③積算根拠（対象物、単価等）】
シャワールーム設置(14部屋）21,263千円
（設計監理2,838千円、工事18,425千円）
空気清浄機2,497千円（宿泊客室40台、共有スペース10台）
情報発信費用（ホームページ改良、パンフレット制作等）270,050円
キャッスレス決済会計システム用パソコン93,830円×3台
ターンテーブル30,360円×5台
サーマルカメラ199,980円×2台
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R3.2.25 R3.3.31 24,863,300 24,863,300

新型コロナウイルス
感染対策に係る備品
購入及び施設整備に
係る費用を繰り出す
ことで、安心安全に施
設を利用していただ
ける環境を整備する
ことができた。また、
Web会議などの利用
者ニーズに対応した
施設運営を図ること
ができた。

28 教育総務課
コンピュータ機材
等整備事業

【①目的・効果】
「GIGAスクール構想」における整備を加速することで、新型コロナウイル
ス感染症発生等による学校の休業時等の緊急時においても、ICTの活用
により全ての子どもたちの学びを保証できる環境を整備する。
【②交付金を充当する経費内容】
児童用タブレット（1人1台）、教師用パソコン（クラスに1台）及びソフトウエ
ア等の購入費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・総事業費58,545,630円
　57,774円×（児童用949台+教師用56台）≒58,062,510円
  教師用20,130円×24台＝483,120円
・国庫補助事業27,990千円
　45千円×622台
・地方単独事業30,555,630円
　総事業費58,545,630円-国庫補助事業27,990千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
公立学校情報機器整備費補助金（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.9.29 R3.3.29 30,555,630 30,555,630

児童生徒1人1台タブ
レットを整備すること
で、新型コロナウイル
ス感染症拡大等によ
る休校時に自宅での
学習環境を整備する
ことができた。

17



18

【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

29 教育総務課
コンピュータ機材
等整備事業

【①目的・効果】
「GIGAスクール構想」における整備を加速することで、新型コロナウイル
ス感染症発生等による学校の休業時等の緊急時においても、ICTの活用
により全ての子どもたちの学びを保証できる環境を整備する。
【②交付金を充当する経費内容】
生徒用タブレット（1人1台）、教師用パソコン（教師に1台）及びソフトウエア
等の購入費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・総事業費26,092,550円
　56,600円×（生徒用453台+教師用8台）≒26,092,550円
・国庫補助事業13,320千円
　45千円×296台
・地方単独事業12,772,550円
　総事業費26,092,550円-国庫補助事業13,320千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
公立学校情報機器整備費補助金（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.9.29 R3.2.26 12,772,550 12,772,550

児童生徒1人1台タブ
レットを整備すること
で、新型コロナウイル
ス感染症拡大等によ
る休校時に自宅での
学習環境を整備する
ことができた。

30 教育総務課 修学旅行補助金

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大による影響により修学旅行を中止した場
合に発生するキャンセル料について補助し、保護者の経済的な負担を軽
減するもの。
【②交付金を充当する経費内容】
修学旅行キャンセル料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
湯梨浜中学校200円×154人
※21日前のキャンセル料単価
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町立中学校生徒の保護者等
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.10.6 R2.10.28 30,800 30,800

新型コロナウイルス
感染症拡大による影
響により修学旅行を
中止したことに伴い発
生したキャンセル料に
ついて補助し、保護
者の経済的な負担を
軽減することができ
た。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

31 教育総務課
外国青年招致事
業

【①目的・効果】
湯梨浜中学校配置（泊小学校を兼務）のALTが任期を終えて帰国するた
め新規ALT招致を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け、着任が不透明な状況である。一般財団法人自治体国際化協
会から、9月末までにアメリカを出国できる目途が立たなければ来年の夏
まで着任ができないとの連絡を受けており、その場合ALTが不在となるた
め、外国語指導助手派遣業務の実績のある業者に委託するもの。
【②交付金を充当する経費内容】
外国語指導助手派遣業務委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
6月（R2.10.15～R3.3.31） 2,937千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.10.15 R3.3.31 2,937,000 2,937,000

新型コロナウイルス
感染症拡大の影響を
受け、新規のALT招
致ができずに不在と
なる期間の代替措置
として、外国語指導助
手派遣業務に実績の
ある業者にALT派遣
を委託し、ALTが不在
となる期間を最小限
にすることで、ALTを
活用した児童・生徒
の英語学習等を円滑
に進めることができ
た。

32
子育て支援

課
新型コロナ妊産
婦総合対策事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症流行下における外出自粛状況の中で、妊婦や
子育て中の母親等が、自宅でビデオ通信により相談できるオンライン個
別相談機能を現行の母子手帳アプリに増設する。
【②交付金を充当する経費内容】
オンライン個別相談機能初期設定費用
オンライン保健指導用パソコンセット購入費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
オンライン個別相談機能初期設定費用一式　　330千円
オンライン保健指導用パソコンセット一式　　　　121千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
母子保健衛生費補助金（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊
産婦総合対策事業（オンラインによる保健指導等））（厚生労働省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.9.2 R3.3.31 451,000 225,000 226,000

感染防止対策のた
め、外出自粛による
子育て関する不安解
消のため、自宅から
オンラインで相談でき
る安心感の一助に
なったと考える。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

33 教育総務課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（学校給食セン
ター）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により休校となった町立学校の給
食中止に伴い、食材に係る違約金等について給食納入事業者に補助し、
学校給食の安定供給及び保護者の負担軽減を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
給食納入事業者に対する違約金等補助金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
補助金（米飯委託業者）　476,952円
補助金（牛乳納入業者）　303,485円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
給食納入事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
学校臨時休業対策費補助金（文部科学省）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.6.15 R2.7.27 780,437 195,437 585,000

給食納入2業者に補
助したことにより、学
校給食の安定供給が
図られ、全児童生徒
への学校給食提供の
継続に寄与すること
ができた。

34
子育て支援

課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（児童クラブ）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、急遽休校となり児童クラブ
を開所する必要があった。子どもの受入れ先を設けることで保護者が安
心して労働できる環境と整える。
【②交付金を充当する経費内容】
人材確保に要した費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
児童クラブ支援員等　925円×369時間＝341,325円
学校指導員　963円×47時間＝45,261円
給食センター　984円×30時間＝29,520円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
子ども・子育て支援交付金（内閣府）

Ⅰ感染
拡大の
防止

R2.4.27 R2.5.1 416,106 97,000 98,000 97,000 124,106

新型コロナウイルス
感染拡大防止のため
の小学校臨時休校に
際し、日中児童クラブ
を急遽開所することで
子どもの受入れ先を
確保し、保護者の労
働できる環境を確保
した。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

35 産業振興課
災害等緊急対策
資金利子補給補
助金

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症の影響で売り上げが減少した事業者が受ける
県制度融資を実質無利子化し、その負担軽減を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
融資利子助成（補助金及び積立金）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・補助金3,653,936円×10/10
　県制度融資＝想定融資総額×利率0.7%
　県補助金≒3,653,936円×1/2
・積立金　39,380千円
　来年度以降の利子補給必要見込額78,759,298円－
　県補助金（78,759,298円×補助率1/2）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
融資を受け利子を負担した事業者および実質無利子化を行った金融機
関
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.9.24
R8.3.31

（R3.3.25）
43,033,936 39,401,666 1,812,000 1,820,270

県制度融資を無利子
化することにより、事
業者の負担を軽減し
経営の維持及び安定
を図ることができた。

36 産業振興課
非対面型販売促
進事業

【①目的・効果】
対面によらない商品販売等を支援し、新型コロナウイルス感染症の影響
により低迷している県産農林水産物の需要と県産農林水産物を取り扱う
食品加工業者の経営回復を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
補助金（通信環境整備費、販売サイト手数料、商品サンプル作成費、ラベ
ル印刷費等）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
補助対象上限額750千円×1/6×1事業者
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
鳥取県非対面型販売促進事業費補助金交付決定者で町内に事業所を
有する法人または個人事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.9.1 R3.3.25 125,000 125,000

新型コロナウイルス
感染のリスクを軽減
し、併せてインター
ネットを利用した販売
体制を構築すること
ができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

37 産業振興課
家賃支援臨時給
付金事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、4月の売り上げが前年同
月と比較して50%以上減少している事業者に対して地代・家賃の支援を行
うことで、その事業継続の下支えをする。
【②交付金を充当する経費内容】
交付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
369,831円（13事業所）
※上限75千円×補助率2/3
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内に賃貸している店舗などがある個人事業者又は法人のうち、4月の
収入が前年同月比で半減した事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.9.10 R3.3.4 369,831 369,831

事業者の家賃の一部
を支援することによ
り、、13事業者の負担
を軽減し経営の維持
及び安定を図ること
ができた。

38 産業振興課
テイクアウト応援
クーポン事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける飲食店等が販売するテイ
クアウト商品購入に利用できる割引クーポン券を子育て世帯に配布し、飲
食店等の事業継続と子育て世帯の生活支援を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
消費拡大給付費（クーポン交付金）、印刷製本費、郵券料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
印刷製本費　61,600円
郵券料　98,343円
交付金　500円×631枚＝315,500円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
中学生以下の子育て世帯、テイクアウト事業に取り組む町内飲食店等
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.5.8 R2.9.3 475,443 475,443

外食自粛が進み売上
が減少した町内飲食
店が販売するテイク
アウト消費を促進する
ことで、飲食店の事業
経営を支援すること
ができた。また、テイ
クアウトクーポン券を
子育て世帯に配布し
たことにより、休校や
登園自粛による保護
者の家事の負担軽減
を図ることもできた。

22



23

【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

39 産業振興課
事業継続支援臨
時給付金事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により売り上げが前年同月比
20％以上減少した事業者に給付金を支給する。
【②交付金を充当する経費内容】
現金給付
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・20%以上50%未満
　従業員数1～4人100千円×35事業所＝3,500千円
　従業員数5～9人200千円×5事業所＝1,000千円
　従業員数10～19人300千円×14事業所＝4,200千円
　従業員数20～49人400千円×2事業所＝800千円
　従業員数50人以上500千円×9事業所＝4,500千円
・50%以上
　従業員数1～4人200千円×224事業所＝44,800千円
　従業員数5～9人400千円×12事業所＝4,800千円
　従業員数10～19人600千円×8事業所＝4,800千円
　従業員数20～49人800千円×5事業所＝4,000千円
　従業員数50人以上1,000千円×2事業所＝2,000千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内に主たる事業所のある個人事業者又は法人のうち収入が前年同月
比で20％以上減少した事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
持続化給付金（経済産業省）

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.6.3 R3.3.19 65,700,000 65,700,000

売上の減少や業績の
悪化等により不安定
な経営状況にある事
業者を支援すること
により、316事業者の
事業継続を支援する
ことができた。

40 産業振興課
温泉配湯事業支
援給付金事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により旅館等温泉事業者が休業
する中、旅館等温泉事業者からの配湯料収入が減額となる温泉配湯管
理法人に対し、収束後においても安定的な共同配湯事業を維持できるよ
う、温泉施設管理を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
温泉配湯法人に対する給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
200千円×13温泉施設
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
温泉配湯法人
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.8.31 R2.12.10 2,600,000 2,600,000

旅館等の休業により
配湯料収入が減少し
た温泉配湯管理法人
を支援したことで、継
続して温泉施設を管
理し、安定した配湯を
継続することができ
た。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

41 産業振興課
沿岸漁業者経営
支援臨時給付金
事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、魚価が下がり出漁を控え
るなどして売り上げが減少している沿岸漁業者に給付金を支給し、事業
継続を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
80千円×19人＝1,520千円
40千円×7人＝280千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
沿岸漁業者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.10.19 R2.12.11 1,800,000 1,800,000

対象者26名に対し
て、給付金を交付し、
漁業経営継続を支援
することができた。

42 産業振興課
新型コロナウイル
ス感染予防対策
協賛店奨励事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染予防対策を行いながら事業を継続する事業所の
支援を目的に県が募集する「新型コロナウイルス感染予防対策協賛店」
を奨励するため、町内の同協賛店に奨励金を交付する。
【②交付金を充当する経費内容】
奨励金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
10千円×199事業者＝1,990千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
県が募集する「新型コロナウイルス感染予防対策協賛店」となった町内事
業者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.7.15 R3.3.31 1,990,000 1,990,000

鳥取県が募集する新
型コロナウイルス感
染予防対策協賛店に
登録する事業所の取
組を奨励し、199事業
者の感染拡大予防と
社会経済活動の維持
を図った。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

43 産業振興課
理美容事業者等
応援給付金事業

【①目的・効果】
利用者との接触が避けられない業種の事業者に給付金を支給し、当該
事業者の新型コロナウイルス感染症拡大予防対策の推進を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金
【③積算根拠（対象物、単価等）】
50千円×11事業所
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内理美容事業者等
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.11.16 R3.1.21 550,000 550,000

感染防止対策の取り
組みを支援し、11事
業者の感染拡大予防
と経済活動を図ること
ができた。

44 産業振興課
新型コロナ対策
認証事業所奨励
事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染予防対策の模範的施設として県が「新型コロナ
対策認証事業所」の認定を行う事業所の取り組みを奨励し、町内の感染
予防対策の向上を図るため、町内の同認証事業所に奨励金を交付す
る。
【②交付金を充当する経費内容】
奨励金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
50千円×3事業者
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
県が「新型コロナ対策認証事業所」として認定した町内事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R3.1.21 R3.3.19 150,000 150,000

鳥取県新型コロナ安
心対策認証店として
認証されることを奨励
するため、3事業者に
奨励金を交付した。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

45 産業振興課
温泉ふれあい会
館指定管理等経
費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、休業や施設の利用制限などを余儀
なくされた指定管理者に対し、今後の事業継続を支援するため給付金を
支給する。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
1,000千円×1施設（温泉ふれあい会館）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
指定管理者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.12.28 R3.1.25 1,000,000 1,000,000

新型コロナウイルス
の影響で売上が減少
していた指定管理者
に対して事業継続支
援を実施することで安
定的な運営に寄与す
ることができた。

46 産業振興課
温泉保養施設指
定管理等経費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、休業や施設の利用制限などを余儀
なくされた指定管理者に対し、今後の事業継続を支援するため給付金を
支給する。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
1,000千円×1施設（多目的温泉保養施設）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
指定管理者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.12.28 R3.1.25 1,000,000 1,000,000

新型コロナウイルス
の影響で売上が減少
していた指定管理者
に対して事業継続支
援を実施することで安
定的な運営に寄与す
ることができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

47 産業振興課
グラウンドゴルフ
ふる里公園指定
管理等経費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、休業や施設の利用制限などを余儀
なくされた指定管理者に対し、今後の事業継続を支援するため給付金を
支給する。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
1,000千円×1施設（とまりグラウンドゴルフのふる里公園）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
指定管理者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R3.1.20 R3.2.10 1,000,000 1,000,000

新型コロナウイルス
の影響で売上が減少
していた指定管理者
に対して事業継続支
援を実施することで安
定的な運営に寄与す
ることができた。

48
生涯学習・
人権推進課

東郷運動公園臨
時経費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、休業や施設の利用制限などを余儀
なくされた指定管理者に対し、今後の事業継続を支援するため給付金を
支給する。
【②交付金を充当する経費内容】
給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
1,000千円×1施設（東郷運動公園）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
指定管理者
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.12.23 R3.1.25 1,000,000 1,000,000

感染対策を取りなが
ら東郷運動公園の利
用及び事業を実施す
ることができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

49 産業振興課
事業者応援給付
金事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた一定期間の事業収入
が、影響を受ける前の期間の事業収入と比較して20％以上減少した事業
者に給付金を支給する。
【②交付金を充当する経費内容】
交付金（現金給付）、通信運搬費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・令和元年（平成31年）の事業収入による給付金額に雇用保険被保険者
数に応じた給付金額を加算する（令和2年の事業収入が令和元年の事業
収入と比較して20%以上減少）。
　125万円～500万円　100千円×15事業所＝1,500千円
　500万円～1,500万円　200千円×20事業所＝4,000千円
　1,500万円～4千万円　300千円×9事業所＝2,700千円
　4千万円～1億円　400千円×9事業所＝3,600千円
　1億円～3億円　500千円×6事業所＝3,000千円
　3億円～5億円　800千円×2事業所＝1,600千円
　5億円～　1,000千円×2事業所＝2,000千円
給付金の対象となる雇用保険被保険者数が5人以上の事業者に、1人あ
たり15千円を加算する。
　15千円×対象雇用保険被保険者数225人＝3,375千円
・令和3年度中の任意の一定期間の事業収入の月平均額が令和元年又
は令和2年の事業収入の月平均額と比較して20%以上減少（令和元年又
は令和2年の事業収入の平均額による給付金額を支給）
　～50万円　100千円×91事業者＝9,100千円
　50万円～200万円　200千円×107事業者＝21,400千円
　200万円～　300千円×84事業者=25,200千円
・新型コロナウイルスの影響を受けた期間に新規創業
　50千円×9事業者=450千円
・通信運搬費24千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内に主たる事業所のある個人事業者又は法人のうち、令新型コロナウ
イルスの影響を受けた一定期間の事業収入が、その影響を受ける前の
期間の事業収入比で20％以上減少した事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
持続化給付金（経済産業省）

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R3.3.11 R4.3.30 82,719,000 82,719,000

売上の減少や業績の
悪化等により不安定
な経営状況にある事
業者を支援すること
により、354事業者の
事業継続を支援する
ことができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

50 総合福祉課
ひとり親家庭等
生活支援特別給
付金

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う臨時休校等により経済的影響を受
ける児童扶養手当受給者に給付金を支給し、ひとり親家庭を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
4月分児童扶養手当受給世帯に対する特別給付金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
対象児童10千円×219人＝2,190千円
（児童数別世帯数　1人：70世帯、2人：56世帯、3人：11世帯、4人：1世帯）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
4月分児童扶養手当受給世帯
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.6.23 R3.3.31 2,190,000 2,190,000

臨時休校や職場の休
業等により経済的影
響を受け、困窮に陥り
やすいひとり親家庭
の経済的支援を行う
ことができた。

51
生涯学習・
人権推進課

学生生活応援事
業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響による就職率の低下、学生自身
や保護者への経済的な打撃など、収束の見通しが立たない状況の中で
多くの学生が将来への不安を抱いている。 町在住及び出身の学生に学
生生活応援給付金を交付し、さらに県外で生活している学生に町の特産
品を送ることで、ふるさと湯梨浜は若者たちを応援している、湯梨浜町で
育った経験を将来の糧として未来を拓いていって欲しいというメッセージ
を伝え、精神面・経済面の両面から今後の学生生活を激励する。
【②交付金を充当する経費内容】
学生への生活応援交付金、ふるさと特産品の購入及び送付費用、事務
委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
特産品代金1,120,052円
特産品発送料等一式324,540円
特産品発送に係る事務等委託一式207,834千円
交付金30,000円×大学・短大・専門学校生等409人
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
大学生、大学院生、短期大学生、高等専門学校4年生以上、専修学校専
門課程のいずれかに在籍する者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.8.18 R3.3.1 13,922,426 13,922,426

学生への生活応援交
付金や特産品の送付
により、精神面・経済
面から学生を支援す
ることができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

52
生涯学習・
人権推進課

グラウンド・ゴル
フ交流事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大によるイベントの中止や外出の自粛など
に伴う、海外労働者や留学生にグラウンド・ゴルフを通じた交流の場を提
供することにより、海外労働者等の心身の健全とグラウンド・ゴルフのさら
なる海外普及・啓発を図るもの。
【②交付金を充当する経費内容】
グラウンド・ゴルフ大会開催経費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
参加賞39,177円
副賞等45,880円
抽選会10,800円
保険料2,160円
施設使用料23,870円
バス借り上げ（3台）234,300円
テント等借り上げ99,220円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.11.19 R2.11.29 455,407 455,407

県内の海外労働者や
留学生にグラウンドゴ
ルフを通じた交流の
場を設けることによ
り、普及と心身の健
全を図ることができ
た。

53
子育て支援

課
ゆりはま赤ちゃん
特別支援金

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期化する中、定額給付金の
基準日（R2.4.27）後に生まれた子どもの保護者に対して町独自の支援金
を給付し、不安を抱えながら子育てする保護者を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
支援金、事務費
【③積算根拠（対象物、単価等）】
支援金100千円×114人
返還▲100千円×2人
事務費（通信運搬費）8,738円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
R2.4.28～R3.3.31に生まれた子どもの保護者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.11.11 R3.5.25 11,208,738 11,208,738

特別定額給付金の対
象外となった子どもの
保護者に対し給付す
ることで、長期化する
新型コロナウイルス
の影響下での子育て
支援の一助となった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

54 総合福祉課
生活困窮者自立
相談支援事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い増加している自立相談支援事業
の体制を強化する。また、相談方法の多様化として、SNS等の利用による
オンライン相談など、相談体制の充実を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
委託料(相談支援員人件費、タブレット端末等購入費用)
【③積算根拠（対象数、単価等）】
委託料(相談支援員人件費、タブレット端末等購入費用)一式3,077,415円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（自立相談支援機関等の強化
事業）（厚生労働省）

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.8.7 R3.3.31 3,077,415 2,308,000 769,415

R2年度の新規相談件
数は87件で、R元年
度の37件に比べ非常
に高い水準となった
が、相談支援員の増
員により支援対応す
ることができた。

55
生涯学習・
人権推進課

新型コロナウイル
ス感染症対策事
業（社会教育事
業）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、成人式を急遽延期したこ
とに伴い、新成人全員に記念品を送付することで、次代の地域を担う若
者の今後の活躍を応援する。
例年であれば出席者にしか記念品を渡さないが、延期に伴い、対象者全
員に記念品を送付することとした。このため、欠席者見込分の記念品の
購入について34,320円増額して変更契約したが、例年の成人式開催に係
る予算を優先して執行し、欠席者見込分の記念品購入の一部13,360円を
臨時交付金の対象とした。
【②交付金を充当する経費内容】
成人式欠席見込者分の記念品代、送料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
成人式記念品代（欠席見込者分）　13,360円
成人式記念品送料　520円×172通＝89,440円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅱ住民
生活及
び事業
継続支

援

R2.11.30 R3.2.2 102,800 102,800

新型コロナウイルス
感染症拡大により成
人式は延期となった
が、新成人に記念品
を贈ることにより祝意
を伝えろことができ
た。

56 産業振興課
テイクアウト・デリ
バリー緊急支援
事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症により著しい影響を受けた飲食店などが行う
テイクアウト、収束後に向けたメニュー開発などの幅広い事業を支援す
る。
【②交付金を充当する経費内容】
補助金（パッケージ作成費、PR資材費、広告費用、商品開発費等）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
1,445,967千円（15事業者）
※100千円上限×補助率10/10
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内に店舗のある飲食店など
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.5.20 R3.3.24 1,445,967 1,445,967

町内飲食店、旅館等
がテイクアウト事業や
新たなメニュー開発を
行い、15事業者の経
営を支援することがで
きた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

57 産業振興課
観光産業復興事
業

【①目的・効果】
新型コロナウイルスの感染症拡大の影響により営業自粛している旅館業
者を支援することを目的に、収束後に旅行需要を大幅に拡大するため、
町内宿泊施設の利用があった場合に宿泊費や交通費の一部を助成す
る。
【②交付金を充当する経費内容】
補助金（宿泊費及び交通費助成）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
補助金上限15,000千円
＜対象事業費内訳＞
・宿泊割引キャンペーン
  宿泊費助成3千円上限×4,704人⇒14,093,800円
・マイカーキャンペーン
　交通費助成2千円×848人＝1,696千円
　事務費（印刷製本費等）790,500円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
温泉旅館組合
【⑤関連する国庫補助事業】
GoToキャンペーン事業（経済産業省）

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.6.15 R3.3.31 15,000,000 15,000,000

宿泊割引キャンペー
ン及びマイカートラベ
ルキャンペーンを国
のGOTOトラベルキャ
ンペーンと別時期に
実施したことで、切れ
間なく宿泊客の誘客
を図ることができ、宿
泊需要の継続を図る
ことができた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

58 産業振興課
宿泊施設整備支
援事業

【①目的・効果】
宿泊事業者の新型コロナウイルス感染症拡大防止のための施設整備を
支援し、観光客が安心して宿泊できる環境の提供による観光需要の回復
を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
宿泊事業者の施設整備費に対する補助金
【③積算根拠（対象物、単価等）】
6,055千円（2施設） ※補助率3/4
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内宿泊事業者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R3.2.1 R3.4.26 6,055,000 6,055,000

新型コロナウイルス
感染対策に係る施設
改修について補助金
を交付し支援すること
で安心して利用して
いただける施設整備
を図ることができた。

59 産業振興課
安心観光・飲食
エリア創出支援
事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症感染拡大予防対策を徹底して実施すること
で、安心して観光や飲食を満喫していただけるエリアを創出し、情報発信
を行いながら、県内外からの誘客を図り、観光需要の回復を推進する。
併せて、コロナ禍で停滞する町内の雰囲気を払しょくするべく、花火を打
ち上げ、観光産業を中心とした町内経済活発化の機運醸成を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
ステッカー・マスク・横幕作成費、事務局経費（消耗品費）、安全宣言セレ
モニー開催費用（テント等設営費、出演報償費）、花火の打ち上げに要す
る経費に対する補助金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・安心観光・飲食エリア創出支援　417,800円
　ステッカー・マスク・横幕作成費、事務局費（消耗品費など）、
　安全宣言セレモニー開催費用
・花火打上事業補助　1,904,330円
　花火代、公園占用料、手数料、保険料
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
温泉旅館組合、実行委員会
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.11.27 R3.3.1 2,322,130 2,322,130

東郷湖周の観光施設
や宿泊施設、飲食店
の新型コロナ感染対
策について、行政や
団体が定期的に点検
を実施しながら対策
の徹底を図ることで
安心して利用してい
ただけるエリアとして
情報発信を行い、誘
客促進を図ることが
できた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

60 産業振興課
飲食店利用促進
事業

【①目的・効果】
利用者が町内の飲食店を利用した場合にその料金の一部（利用額の
1/5）を支援すること（＝利用者は20%割り引きで飲食店を利用できる）で、
利用者に町内飲食店を満喫いただくとともに、新型コロナウイルス感染症
の影響を払拭し、飲食店の利用促進を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
印刷製本費（チラシ、飲食店ステッカー）、補助金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
印刷製本費　500千円
3,145,551円（28事業者分）　※1店舗上限額150千円×40店舗
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
町内に店舗のある飲食店など
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R3.4.27 R4.3.28 3,145,551 3,145,551

還元サービスを行う
経費の一部を支援す
ることにより、28事業
者の利用促進を図る
ことができた。

61
みらい創造

室

インバウンド促進
事業（GG国際化
推進）

【①目的・効果】
ワールドマスターズゲームズ2021関西の参加を検討しているグラウンド・
ゴルフ愛好者の参加準備経費の負担を軽減し、当該大会の海外参加者
増加を図り、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い宿泊者数が減少した
町内旅館の活性化に、間接的に寄与するものである。
【②交付金を充当する経費内容】
町内事業者が海外愛好者に本来の販売価格の70%の価格で用具を販売
し、本来の販売価格と実際の販売価格との差額について町が事業者に
支払う際の町負担分。
【③積算根拠（対象数、単価等）】
グラウンド・ゴルフ用具売上額（本来の販売価格）3,131,570円×30%
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.6.1 R3.1.6 939,471 939,471

例年の約5倍を売り上
げ、グラウンド・ゴルフ
の海外普及を促進す
ることができたが、
ワールドマスターズ
ゲームズ2021関西又
はグラウンド・ゴルフ
国際大会が未実施の
ため、効果は測定で
きていない。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

62 健康推進課
ＳＩＢを活用した飛
び地型自治体連
携事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止による外出自粛で生じるストレスや
運動不足による筋力低下など、健康二次被害を防止するため、運動刺激
策としてキャンペーンを実施。活動量計や体組成計を活用した継続的な
運動、健康管理をさらに助長させるため、運動の成果に応じた特典を付
与し、新型コロナウイルスにより影響を受けている町内事業所などへの
利用促進を促すとともに、健康維持活動の促進を図る。また、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大により、集合型の事業調整会議が開催できな
い状況となっており、感染拡大防止の観点から、今後の調整会議を遠隔
で行うことができるよう環境整備（WEB会議）を行う。
【②交付金を充当する経費内容】
◆キャンペーン経費
条件達成者に.町特産品、加工品をキャンペーン特典として追加で付与。
◆ＷＥＢ会議用機器整備経費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
◆キャンペーン経費
1,000円×336人=336,000円
◆ＷＥＢ会議用機器整備経費
・ウェブカメラ　5,850円×1.1=6,435円
・マイク　3,300円×1.1=3,630円
・スピーカー　1,860円×1.1=2,046円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.6.2 R3.3.17 348,111 348,111

過度な外出自粛がも
たらす健康二次被害
に対し、インセンティ
ブを付与するキャン
ペーンを行うことで、
住民の運動継続の一
助となった。
また、オンライン設備
を整えることで、対面
式が困難な状況にも
対応でき、事業推進
が可能となった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

63 健康推進課
健康二次被害予
防事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止による外出自粛で、運動不足による
メタボリックシンドロームや筋力低下によるフレイルなど、健康二次被害
が懸念されており、それらの解消に向けた健康推進活動の周知、啓発を
図る。
【②交付金を充当する経費内容】
番組制作講師謝金、啓発チラシ購入費、通信運搬費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
講師謝金　8,000円×9月=72,000円
啓発チラシ購入費　244,200円
郵券料　84円×5回=420円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.6.8 R3.3.11 316,620 316,620

ウオーキングに関す
る情報や自宅ででき
る運動等を紹介する
番組を制作、放送（Ｔ
ＣＣ）したほか、啓発
チラシを全戸配布す
るなど、外出自粛や
運動不足による健康
二次被害を防止する
ための周知、啓発に
努めることができた。

64 産業振興課
新型コロナウイル
ス克服商品券発
行事業

【①目的・効果】
商品券を発行する業務を町商工会に委託し、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響で落ち込む消費を喚起する。
【②交付金を充当する経費内容】
委託料（商品券プレミアムと事務費）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
＜第1弾、第2弾＞
全店舗：販売価格10千円×20%×6,937.083冊＝13,874,166円
飲食・宿泊・観光店舗：販売価格10千円×20%×2,121.833冊
＝4,243,666円
宿泊店舗：販売価格10千円×30%×1,776.615冊≒5,329,846円
事務費（商品券印刷代、振込手数料など）＝1,770,680円
未換金相当分△766,178円
＜第3弾＞
販売価格10千円×20%×14,776.167冊≒29,552,333円
事務費（商品券印刷代、振込手数料など）1,416,066円
未換金相当分▲388,333円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.6.1 R4.2.10 55,032,246 55,032,246

落ち込む町内消費を
喚起するため、プレミ
アム付き商品券を発
行し、総額131,803千
円の商品券が使用さ
れたことにより町民生
活と事業者経営を支
援する一助となった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

65
みらい創造

室

生涯活躍のまち
推進事業（地方
創生推進）

【①目的・効果】
「アフターコロナ」における地方への移住定住の関心の高まりを好機と捉
えて、女優等を起用した動画等により、町の自然環境、温泉旅館、移住
定住施策等について情報発信し、地域経済の活性化のほか、関係人口、
移住定住の創出を図り、生涯活躍のまちを実現させる。
【②交付金を充当する経費内容】
電子雑誌、動画、特設ページ及びバナー制作並びにインターネット上で
の電子雑誌及び動画掲載に係る費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
電子雑誌及び動画製作15,400千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.8.31 R2.11.25 15,400,000 15,400,000

動画の再生回数が10
万回を超え、広く生涯
活躍のまちをPRでき
た。

66 長寿福祉課
コロナに負けるな
高齢者応援事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により外出を控える高齢者の外出
及び生活支援のため、町商工会が発行する商品券とマスクを高齢者に同
時に配布することにより、外出時の感染症予防対策を図りながら、高齢者
の外出のきっかけづくりと町内での消費を喚起する。
【②交付金を充当する経費内容】
消費拡大給付費（商品券）、マスク、印刷製本費、郵券料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
商品券（換金分のみ）500円×10,712枚＝5,356千円
マスク　1,100円（50枚入）×285箱×1.1＝344,850円
消耗品費　色上質紙等　27,812円
封筒印刷代　14.4円×3,000枚×1.1＝47,520円
郵券料　(213円×2,422人)+（140円×再送分30通）＝520,086円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
75歳以上の高齢者
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.8.5 R2.10.21 6,296,268 6,296,268

閉じこもりによる健康
2次被害の防止がで
き、また、町内で買い
物をすることで経済対
策効果もあった。

67
子育て支援

課
子育て応援フェス
タ

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により町全体の活動が停滞する
中、子どもたちが屋外で楽しめる祭イベントを開催し、子どもたちの笑顔と
元気な姿を通じて、地域の活気を取り戻す契機とするもの。
【②交付金を充当する経費内容】
イベント開催経費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
補助金128,335円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
イベント実行委員会
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.8.26 R2.12.2 128,335 128,335

イベントごとが新型コ
ロナウイス瑠感染拡
大防止のため中止と
なっていく中で、感染
拡大しないよう留意し
開催。子どもたちが
久々の機会に盛り上
がってくれた。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

68 産業振興課
鳥取中部観光推
進機構会費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響をうけている鳥取県中部地域の飲
食店の需要喚起を促すため、琴浦・北栄・湯梨浜３町の参加飲食店によ
るスタンプラリーを実施する。また、観光需要回復に向けて、鳥取県中部
地域及び岡山県蒜山地域の観光施設で利用できるクーポンを発行し、県
外からの誘客を行う。
【②交付金を充当する経費内容】
負担金
【③積算根拠（対象数、単価等）】
琴浦・北栄・湯梨浜グルメキャンペーン負担金　200千円
鳥取中部「おでかけ応援キャンペーン」Ｐａｒｔ2負担金　1,300千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
鳥取中部観光推進機構、実行委員会
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.10.26 R3.2.25 1,500,000 1,500,000

３町の飲食店を巡る
スタンプラリーを実施
したことで、地元飲食
店の需要促進を図る
ことができた。また、
県外観光客向けの
キャンペーンでは、県
内中部の観光地に関
する情報発信をしても
らうことで、鳥取県中
部の認知度アップを
図り、県外からの誘
客を促進することがで
きた

69 産業振興課
新型コロナウイル
ス克服フェア

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症克服に向けて、地域に誇りをもち活力ある町
を推進するため、町や地域団体による提言などを行う官民一体となった
克服イベントを開催する実行委員会を支援する。
【②交付金を充当する経費内容】
イベント開催経費（コンサート及び地元特産品市場開催、町内各種団体
による感染症克服に関する取り組みの発表）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
補助金2,630,233円（人件費、コンサート出演料、テント設営費、チラシ作
成費等）
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
イベント実行委員会
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.9.11 R3.2.22 2,630,233 2,630,233

不安やストレスを感じ
ている住民や事業者
が多いなか、町内事
業者や地域団体、住
民などのコロナ対策
を講じた新しい事業
展開などの実践発表
や講演会、イベントを
実施したことで、地域
一体となって新型コロ
ナ克服に向けた取り
組みを進めていこうす
る機運を高めるること
ができた。

70 産業振興課
ゆうゆうゆりはま
事業（地方創生）

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大に伴う消費減退の影響を受けている事業
者等を支援するため、Webサイトを利用した町特産品の販売サポートを行
い、地域経済の活性化を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
特産品販売Webサイトページ制作委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
「田ノ実オンライン」との協働による特産品販売サポート委託料1,210千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.4.1 R3.3.31 1,210,000 1,210,000

新型コロナの影響に
より消費が落ち込ん
でいた町内特産品に
ついてＷｅｂを活用し
て購入できるオンライ
ン販売するためのサ
ポートを実施し、特産
物の需要拡大を図っ
た。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

71 健康推進課
健康のまちづくり
応援事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、町民の健康づくりに関する
教室やイベントなどの多くが中止となり、参加機会の喪失や運動不足に
よる筋力低下など、健康二次被害が懸念されている。このため、感染症
を正しく恐れながら、感染症克服のためのイベント等を開催し、町民の健
康づくり活動を推進する。
【②交付金を充当する経費内容】
運動教室開催に係る報償金、消耗品費及び通信運搬費、ウオーキングイ
ベント開催に係る補助金
【③積算根拠（対象物、単価等）】
講師謝金8千円×2人
消耗品費及び通信運搬費56,218円
補助金500千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
NPO法人
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R2.11.2 R3.2.25 572,218 572,218

感染防止対策を行
い、ウオーキング大
会（参加202名）や運
動教室（参加64名）を
開催。自宅でできる運
動方法等を紹介する
など、過度な外出自
粛がもたらす健康二
次被害を念頭に、健
康づくり活動を推進す
ることができた。

72 産業振興課
交流イベント継続
対策事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止したアメリカハワイ郡と
の交流イベントの再開に向け、入国制限により着任できない町国際交流
員の代替として現地団体との連絡調整について専門業者に翻訳を依頼
し、交流連携を回復する。
【②交付金を充当する経費内容】
翻訳費用
【③積算根拠（対象数、単価等）】
10,010円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅲ経済
活動の
回復支

援

R3.3.1 R3.3.18 10,010 10,010

継続したアメリカハワ
イ郡との交流イベント
開催に向けて、現地
の調整役との連絡に
ついて専門業者に翻
訳を委託し、スムーズ
に進めることができ
た。

73 産業振興課
二十世紀梨販売
強化対策事業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、特産・二十世紀梨の販売
活動が制限される中、都市部で開催する「ゆりはマルシェ」で販売活動を
行い、消費拡大とブランド強化に向けたPR活動や販売促進活動を効果的
に展開する。
【②交付金を充当する経費内容】
イベント（ゆりはマルシェ）での販売活動経費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
ＰＲ試食用梨3箱　14,780円
【④交付対象者】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.2 R2.9.4 14,780 14,780
都市圏で開催したイ
ベントに梨を提供し、
ＰＲを行った。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

74
みらい創造

室
IJUターン促進事
業

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、移住定住検討者が実際に来町し
て相談・体験・検討をすることが困難なケースがあるため、オンライン上で
移住相談等を開催し、移住定住検討者を支援することにより移住定住促
進を図る。
【②交付金を充当する経費内容】
ウェブイベント等対応パソコンの導入経費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
ノートパソコン136,400円×1台
ウイルスソフト等付属品12,430円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
－
【⑤関連する国庫補助事業】
－

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.8.11 R2.10.29 148,830 148,830

オンライン上で54人
の相談に応じることが
でき、感染症拡大前
の事業量を確保する
ことができた。

75 企画課
情報化推進臨時
経費

【①目的・効果】
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、庁舎の主な会議室でテ
レビ会議が実施できるよう情報環境を整備する。併せて、町有施設「さくら
工芸品工房」の会議室について、感染拡大時にはサテライトオフィス等と
して利用できるようWi-Fi等を整備する。
【②交付金を充当する経費内容】
テレビ会議システム用整備費、サテライトオフィス化整備費
【③積算根拠（対象数、単価等）】
・テレビ会議システム用整備
　本庁舎ネットワーク工事1,100千円
　パソコン83,600円×3台＝250,800円
・サテライトオフィス化整備
　光ケーブル引込（無線Wi-Fiアンテナ設置）工事288,200円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.4 R2.10.30 1,639,000 1,639,000

テレビ会議システム
は導入以降3月末ま
でに100回以上の稼
働があり、感染症拡
大防止に効果があっ
た。対面方式からオ
ンライン会議が中心
になるよう、今後も利
用を促進する。

サテライトオフィス化
事業については１回、
民間事業者の利用あ
り。今後、利用が進む
よう広報などにも努め
る。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

76 町民課
賦課徴収臨時経
費

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 1,048,667 1,048,667

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。

77 健康推進課
国民健康保険事
業特別会計繰出
金

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 349,556 349,556

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

78 長寿福祉課
介護保険事業特
別会計繰出金

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 349,556 349,556

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。

79
子育て支援

課
こども園運営臨
時経費

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 349,555 349,555

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

80 健康推進課
後期高齢者医療
特別会計繰出金

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 349,555 349,555

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。

81 建設水道課
水道事業会計繰
出金

【①目的・効果】
水道事業会計に繰り出し、接触による新型コロナウイルス感染症拡大の
防止と納税者の利便性向上を図るため、町税・料金等をスマートフォンや
コンビニエンスストアで支払い可能とするためのシステムを導入費用を交
付対象経費とする。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料及び繰出金（各特別会計及び公営企業会計で負担）
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
※水道事業会計については、消費税相当額分を控除した上で繰り出す。
　 委託料349,555円-消費税相当額31,778円=繰出金317,777円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 317,777 317,777

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。
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【令和2年度国の補正予算第1号、第2号及び第3号】

令和2年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業一覧表
(単位：円）

補助金等 臨時交付金

事業期間
（年月日）

開始 完了

番号 課名 事業 事業実績
事業
種別

総事業費

県支出金 その他特財 一般財源
合計

財源内訳

国庫支出金
効果

82 建設水道課
農業集落排水処
理事業特別会計
繰出金

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 104,867 104,867

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。

83 建設水道課
下水道事業特別
会計繰出金

【①目的・効果】
接触による新型コロナウイルス感染症拡大の防止と納税者の利便性向
上を図るため、町税・料金等をスマートフォンやコンビニエンスストアで支
払い可能とするためのシステムを導入する。
【②交付金を充当する経費内容】
住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期
高齢者医療保険料、上下水道料金、子ども子育て各種料について、ス
マートフォンやコンビニ収納サービスに対応した、システム導入及び帳票
変更の委託料
【③積算根拠（対象数、単価等）】
総事業費3,146千円（各会計で負担する）
1.要件定義・システム導入等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
2.スマホ・コンビニ収納導入支援費　一式　1,056,千円
3.テスト作業費・帳票設計等　35,000円/人×15日×1.1≒579千円
4.テスト用紙　一式　55千円
5.アウトソーシング帳票テスト作業　35,000円/人×10日×1.1＝385千円
6.アウトソーシング帳票テスト用紙　一式　495千円
【④交付対象者（町実施の場合不要）】
-
【⑤関連する国庫補助事業】
-

Ⅳ経済
構造の
強化

R2.9.1 R3.3.31 244,689 244,689

町税:料金等をスマー
トフォンやコンビニエ
ンスストアで支払いで
きるようになったこと
で、接触による新型コ
ロナウイルス感染症
拡大の防止、納税者
の利便性向上に繋
がった。

480,636,108 8,394,000 467,403,732 2,309,000 585,000 1,944,376総合計
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